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８
　
月
　
臨
　
時
　
会

　

第
442
回
市
議
会
臨
時
会
が
、令

和
２
年
８
月
５
日
に
開
か
れ
、市
長

提
出
議
案
４
件
の
審
議
を
行
い
、全

会
一
致
で
原
案
の
と
お
り
可
決
し
ま

し
た
。各
議
案
の
内
容
は
次
の
と
お

り
で
す
。

　

な
お
、意
見（
賛
否
）が
分
か
れ

た
議
案
は
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
。

◎
白
石
市
農
地
等
災
害
復
旧
事
業

　
分
担
金
条
例　
　
　

                 　
　
　

  

原
案
可
決

　

豪
雨
や
地
震
な
ど
の
自
然
災
害

に
よ
り
、甚
大
な
被
害
を
受
け
た
農

地
や
農
業
用
施
設
な
ど
の
災
害
復

旧
事
業
を
市
が
行
う
場
合
、受
益

者
負
担
の
観
点
か
ら
、そ
の
事
業
費

に
係
る
分
担
金
を
徴
収
す
る
た
め
、

既
存
の
条
例
の
全
部
を
改
正
す
る

も
の
で
す
。

◎
令
和
２
年
度
白
石
市
一
般
会
計

　
補
正
予
算（
第
４
号
）

                 　
　
　

  

原
案
可
決

　

主
な
内
容
は
、国
の
第
２
次
補
正

予
算
成
立
に
伴
い
配
分
さ
れ
て
い

る「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症



























































対
応
地
方
創
生
臨
時
交
付
金
」を

活
用
し
、54
の
事
業
を
実
施
す
る
た

め
、こ
れ
ま
で
の
歳
入
歳
出
予
算
に

そ
れ
ぞ
れ
５
億
７
千
477
万
３
千
円

を
追
加
し
、予
算
の
総
額
を
191
億
８

千
612
万
円
と
す
る
も
の
で
す
。

◎
令
和
２
年
度
白
石
市
国
民
健
康

　
保
険
特
別
会
計
補
正
予
算（
第

　
２
号
）

                 　
　
　

  

原
案
可
決

　

主
な
内
容
は
、新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
対
策
事
業
の
た
め
、総
務
費
を

22
万
６
千
円
増
額
し
、予
算
の
総
額

を
37
億
９
千
398
万
２
千
円
と
す
る

も
の
で
す
。

◎
令
和
２
年
度
白
石
市
介
護
保
険

　
特
別
会
計
補
正
予
算（
第
２
号
）

                　
　
　

   

原
案
可
決

　

主
な
内
容
は
、新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
対
策
事
業
の
た
め
、総
務
費
お

よ
び
地
域
支
援
事
業
に
係
る
経
費

を
133
万
９
千
円
増
額
し
、予
算
の
総

額
を
37
億
627
万
７
千
円
と
す
る
も

の
で
す
。

　

定
例
会
最
終
日（
９
月
18
日
）、

議
員
提
案
と
し
て
意
見
書
２
件

が
上
程
さ
れ
ま
し
た
。　

　

提
出
議
員
に
よ
る
提
案
理
由

説
明
の
後
、１
件
は
全
会
一
致
で

原
案
の
と
お
り
可
決
、１
件
は
質

疑
を
経
て
、採
決
の
結
果
、賛
成

多
数
で
可
決
さ
れ
、意
見
書
は

関
係
機
関
に
送
付
さ
れ
ま
し
た
。

　
　◎

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

　
症
の
影
響
に
伴
う
地
方
財
政

　
の
急
激
な
悪
化
に
対
し
地
方

　
税
財
源
の
確
保
を
求
め
る
意

　
見
書　
　

　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

症
の
世
界
的
な
蔓
延
に
よ
り
、わ

が
国
は
戦
後
最
大
の
経
済
危
機

に
直
面
し
て
お
り
、地
域
経
済
に

も
大
き
な
影
響
が
及
ん
で
い
る
。

　

地
方
自
治
体
で
は
、医
療
介

護
、子
育
て
、地
域
の
防
災・減
災
、

雇
用
の
確
保
や
、長
期
化
す
る

感
染
症
対
策
に
も
迫
ら
れ
、地

方
財
政
は
巨
額
の
財
源
不
足
を

生
じ
、こ
れ
ま
で
に
な
い
厳
し
い

状
況
に
陥
る
こ
と
が
予
想
さ
れ

る
。　
　

　

よ
っ
て
、令
和
３
年
度
地
方
財

政
対
策
お
よ
び
地
方
税
制
改
正

に
向
け
、地
方
の
安
定
的
な
財

意
　
見
　
書

政
運
営
に
必
要
な
地
方
税
、地

方
交
付
税
な
ど
の
一
般
財
源
総

額
を
確
保
す
る
こ
と
な
ど
、５
つ

の
項
目
を
確
実
に
実
現
さ
れ
る

よ
う
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て
、関

係
大
臣
お
よ
び
国
会
に
意
見
書

を
提
出
す
る
も
の
で
あ
る
。　
　

　
　
　
　

◎
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

　
症
拡
大
で
落
ち
込
む
景
気
対

　
策
の
た
め
消
費
税
５
％
へ
の

　
減
税
を
求
め
る
意
見
書　
　

　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

症
の
拡
大
は
、地
方
経
済
に
お
い

て
も
深
刻
な
影
響
を
与
え
て
い

る
。

　

政
府
に
お
い
て
は
、経
済
活
動

に
与
え
る
悪
影
響
を
最
小
限
に

食
い
止
め
る
た
め
、数
度
の
補
正

予
算
に
お
い
て
施
策
を
講
じ
て

い
る
が
、個
人
事
業
主
や
中
小

企
業
経
営
者
、被
雇
用
者
は
、経

済
負
担
に
耐
え
抜
く
努
力
を
行

な
っ
て
も
、所
得
低
下
や
雇
用
不

安
な
ど
が
避
け
が
た
く
な
っ
て
い

る
。　

　

内
閣
府
の
４
〜
６
月
期
の
実

質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
改
定
値
は
、年
率
換
算

で
マ
イ
ナ
ス
28
．１
％
で
戦
後
最

大
の
マ
イ
ナ
ス
幅
と
な
り
、Ｇ
Ｄ

Ｐ
の
約
60
％
を
占
め
る
家
計
最

終
消
費
支
出（
個
人
消
費
）は
マ

イ
ナ
ス
７
．９
％
と
前
期
比
、前

々
期
比
よ
り
さ
ら
に
落
ち
込
み
、

実
体
経
済
に
大
打
撃
を
与
え
、

経
済
成
長
に
深
刻
な
影
響
を
及

ぼ
し
た
こ
と
が
表
れ
て
い
る
。

　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

症
拡
大
に
よ
る
新
た
な
経
済
危

惧
の
状
況
を
鑑
み
、世
論
、さ
ら

に
は
社
会・経
済
活
動
の
平
常
化
、

景
気
対
策
の
た
め
、消
費
税
５
％

へ
の
減
税
措
置
を
行
う
こ
と
が

必
要
で
あ
る
と
考
え
る
。　

　

減
税
を
行
う
こ
と
は
、国
民

所
得
を
引
き
上
げ
、国
民
の
購

買
意
欲
や
企
業
の
設
備
投
資
を

増
や
し
、雇
用
を
創
出
す
る
こ

と
が
で
き
、着
実
な
経
済
成
長

を
実
現
さ
せ
、結
果
と
し
て
社

会
保
障
の
原
資
を
増
や
す
こ
と

に
も
つ
な
が
る
。

　

ま
た
、消
費
税
減
税
に
よ
る

短
期
的
な
地
方
財
源
へ
の
影
響

は
避
け
ら
れ
な
い
が
、政
府
に
よ

る
地
方
公
共
団
体
に
対
す
る
財

政
措
置
も
重
ね
て
行
う
こ
と
を

求
め
る
。

　

一
日
も
早
く
感
染
症
拡
大
収

束
の
た
め
の
措
置
を
講
じ
る
と

同
時
に「
消
費
税
５
％
へ
の
減
税
」

の
早
期
実
現
に
向
け
、前
例
の
な

い
抜
本
的
な
内
需
主
導
型
の
経

済
成
長
を
促
す
政
策
議
論
を
進

め
る
こ
と
を
強
く
求
め
る
も
の

で
あ
る
。


